
◎宅地造成等規制法の一部を改正する法律 
（令和四年五月二七日法律第五五号）   

一、 提案理由（令和四年四月一日・衆議院国土交通委員会） 

○斉藤国務大臣 ただいま議題となりました宅地造成等規制法の一部を改正する法律案

の提案理由につきまして御説明申し上げます。 

 昨年七月に静岡県熱海市において発生した土石流災害では、多くの貴い生命や財産が

失われ、上流部の盛土が崩落したことが被害の甚大化につながったとされております。

このほかにも、全国各地で盛土の崩落による人的、物的被害が確認されており、盛土に

よる災害の防止は喫緊の課題となっております。同様の被害が二度と繰り返されること

がないよう、盛土等による災害から国民の生命身体を守る観点から、盛土等を行う土地

の用途やその目的にかかわらず、危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に規制する法

制度を整備することが強く求められております。 

 このような趣旨から、この度、この法律案を提案することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、危険な盛土等を隙間なく規制するため、都道府県知事等が、宅地、農地、森

林等の土地の用途にかかわらず、盛土等により人家等に被害が及ぼし得る区域を規制区

域として指定できることとし、農地、森林の造成や土石の一時的な堆積も含め、規制区

域内で行われる盛土等を許可の対象とすることとしております。 

 第二に、盛土等の安全性を確保するため、盛土等を行うエリアの地形、地質等に応じ

て、災害防止のために必要な許可基準を設定し、工事の計画を事前に審査するとともに、

施工状況の定期報告、施工中の中間検査及び工事完了時の完了検査を実施し、許可基準

に沿った安全対策の実施を確認することとしております。 

 第三に、工事後においても継続的に盛土等の安全性を担保するため、盛土等が行われ

た土地について、土地所有者等が安全な状態に維持する責務を有することを明確化し、

災害防止のため必要なときは、都道府県知事等が土地所有者等や他の原因行為者に対し

て是正措置等を命令することができることとしております。 

 第四に、違反行為に対する罰則が抑止力として十分に機能するよう、無許可での行為

や命令への違反等について、行為者及び法人に対する罰則を大幅に強化することとして

おります。 

 そのほか、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由であります。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、 衆議院国土交通委員長報告（令和四年四月二一日） 

○中根一幸君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積による災害を防止し、国民の生命及び



財産の保護を図るため、所要の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る三月二十九日の本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員

会に付託され、四月一日斉藤国土交通大臣から趣旨の説明を聴取しました。四日には、

本案審査に資するため、熱海市の被災現場等の視察を行い、六日から質疑に入り、八日

参考人から意見を聴取しました。 

 十三日には、本案に対して、立憲民主党・無所属、日本共産党、有志の会及びれいわ

新選組の四会派共同提出による修正案が提出され、趣旨の説明を聴取し、本案及び修正

案について一括して質疑を行いました。 

 昨二十日に四会派共同提出の修正案について撤回を許可し、質疑終了後、本案に対し、

立憲民主党・無所属、日本維新の会、国民民主党・無所属クラブ、日本共産党、有志の

会及びれいわ新選組の六会派共同提出により、政府は、法律施行後五年以内に、規制区

域以外の盛土等に関する工事等の規制の在り方について検討等を行う旨の修正案が提出

され、趣旨の説明を聴取しました。 

 次いで、討論を行い、採決いたしました結果、本案に対する修正案及び修正部分を除

く原案はいずれも全会一致をもって可決され、本案は修正議決すべきものと決した次第

であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（令和四年四月二〇日） 

○小宮山委員 ただいま議題となりました立憲民主党・無所属、日本維新の会、国民民

主党・無所属クラブ、日本共産党、有志の会及びれいわ新選組による六会派共同提出の

修正案につきまして、提出者を代表して、その趣旨を御説明申し上げます。 

 昨年七月、静岡県熱海市で発生した土石流災害は、多くの方が亡くなるなど甚大な被

害をもたらしました。上流部の不適切な盛土が被害を甚大化させたと言われています。

このような被害が二度と起こらないよう、災害を防ぐための実効性を備えた法整備が必

要とされています。 

 政府提出法律案はこの必要性に応えるものとは考えますが、今後のより効果的な執行

に向け、本修正案を提出した次第であります。 

 次に、修正案の内容について御説明申し上げます。 

 政府は、この法律の施行後五年以内に、宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制

区域以外の土地における盛土等の状況、そのほかこの法律による改正後の規定の施行の

状況等を勘案し、盛土等に関する工事、土砂の管理等に係る規制の在り方について検討

を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとす

る旨の検討条項に修正することとします。 

 以上が、本修正案の趣旨であります。 

 委員各位の御賛同、よろしくお願いいたします。 



○附帯決議（令和四年四月二〇日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺漏なきを

期すべきである。 

一 宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域の指定を円滑に進められるよう、

基本方針、政省令等の案をできるだけ早く都道府県等に示すとともに、具体的な盛土

計画がある地域を含め基礎調査の予備的な調査を施行日前に実施するよう促し、また、

土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づく基礎調査の結果の活用を検討し、基礎

調査の早期完了を目指すこと。さらに、これらに必要な財政的支援を検討するととも

に、専門的知識を有する職員が不足する地方公共団体への技術的支援のため、地方整

備局等に配置する担当職員の増員等、支援に係る体制の整備に努めること。 

二 盛土等に伴う災害から生命及び財産を守るという目的の重要性に鑑み、想定外の災

害が発生しないよう、盛土等に伴う災害のリスクがある区域については、関係行政機

関の適切な連携により、的確に規制区域の指定がされるようにすること。規制区域の

指定の際に、都道府県等が適切に業務を行うことができるよう、きめ細かなガイドラ

インの策定や地方公共団体に対する必要な助言等の支援に努めること。 

三 本法により、地方公共団体は、規制区域の指定や行政代執行等、難しい判断が求め

られることから、負担の軽減を図るため、必要に応じ有識者等から意見を聴くよう促

すこと。 

四 都道府県は、市町村が有する地形、地質、盛土等に関する情報の共有を図る等市町

村との連携を図るよう促すこと。また、工事主が許可の申請を行う際に必要となる説

明会等において住民等から出された要望等を踏まえ、周辺環境に十分に配慮した工事

が行われるよう取り組むこと。 

五 盛土等による災害防止のため、規制区域内において、都道府県知事等による勧告、

改善命令及び行政代執行が適時適切に実施されるよう、既存不適格である特定盛土等

を含め、いかなる基準を満たせば対象となるのかをガイドライン等で明確に示すこと。

また、行政代執行に係る必要な財政的支援を検討すること。 

六 工事許可の技術的基準の策定に当たっては、現行の基準にとらわれることなく、阪

神・淡路大震災、新潟県中越地震、東日本大震災等で起きた滑動崩落が起きないこと

を担保できる厳格な基準とすること。また、宅地造成のための盛土等、建設残土の一

時保管のための盛土等、開発のための森林の形質の変更等多様な現場実態やリスクに

見合った具体的な基準にすること。 

七 都道府県知事等による不適切な盛土等の早期発見に資するため、都道府県知事等が

地域住民、関係市町村長等から盛土等に関する情報の提供を得られやすい体制の整備

を推進すること。また、警察による違法な盛土等の取締りの実効性を高めるため、体

制の整備、関係機関との連携等を強化すること。 

八 近年増加が懸念される所有者不明土地においても不適切な盛土等が発生しないよう、



関係行政機関が連携し適切な措置を講じること。 

九 建設残土の搬入及び搬出について、定期的に実態把握を行うとともに、建設発生土

の工事間利用に係るマッチングを推進すること。また、公共工事や民間工事を問わず、

可能な限り指定利用等を促すこと。さらに、必要な残土処分場の確保のため、行政に

よる施設確保を含め残土処分場の適正な確保のための方策を検討すること。 

十 工事主及び工事施行者が建設工事の施工に当たり、できるだけ建設発生土の発生を

抑制するよう、設計・工法の改善や場内利用の促進を図ること。 

十一 本法の今後の施行状況等を踏まえ、盛土等に関する工事に携わる優良な事業者が

評価される仕組みについて検討すること。 

十二 本法の今後の施行状況、関連する法令の運用状況等を踏まえ、本法の規制区域外

における規制の在り方並びに大規模な工事から発生した土砂等の管理を適正に行うた

めのトレーサビリティ制度及び自然災害、大規模な工事等により発生した土砂等の置

場が確保されるための具体的な方策について検討を加え、その結果に基づいて必要な

措置を検討すること。 

十三 不適切な盛土等による災害を防止するため、本法と砂防法、森林法、廃棄物の処

理及び清掃に関する法律等関係法令を所管する関係府省庁との連携や調整を密に行う

こと。また、主務大臣である国土交通大臣と農林水産大臣の権限と責任を明確にする

こと。 

三、 参議院国土交通委員長報告（令和四年五月二〇日） 

○斎藤嘉隆君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積による災害を防止し、国民の生命

及び財産の保護を図るため、当該災害の防止に関する国土交通大臣及び農林水産大臣に

よる基本方針の策定、都道府県等による当該災害の防止のための対策に必要な基礎調査

の実施、宅地造成工事規制区域制度における規制対象の工事の拡大及び中間検査の新設、

特定盛土等規制区域制度の創設、無許可工事等に対する罰則の強化等の措置を講じよう

とするものであります。 

 なお、衆議院において、検討条項に関し修正が行われております。 

 委員会におきましては、静岡県熱海市における令和三年七月一日からの大雨による被

害状況等を視察するとともに、参考人から意見を聴取したほか、盛土による災害の防止

に向けた取組、盛土等の規制の在り方及び国による支援の方向性、建設発生土対策の推

進等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 



○附帯決議（令和四年五月一九日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全

を期すべきである。 

一 宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域の指定を円滑に進められるよう、

基本方針、政省令等の案を可能な限り早期に都道府県等に示すとともに、基本方針等

においては、規制区域の全体像及び具体的な内容を示すこと。また、具体的な盛土計

画がある地域を含め基礎調査の予備的な調査を施行日前に実施するよう促すとともに、

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づく基礎調査

の結果の活用を検討し、基礎調査の早期完了を目指すこと。さらに、これらに必要な

財政的支援を検討するとともに、専門的知識を有する職員が不足する地方公共団体へ

の技術的支援のため、地方整備局等に配置する担当職員の増員等、支援に係る体制の

整備に努めること。 

二 盛土等に伴う災害のリスクがある区域については、想定外の災害が発生しないよう、

都道府県知事等の判断で幅広く柔軟できめ細かく規制区域が指定できるようにすると

ともに、関係行政機関の連携により、的確に規制区域の指定がなされるようにするこ

と。また、都道府県等の基礎調査による客観的なリスク分析、市町村長の申出や都道

府県知事等のパトロールによる政策的判断等、区域指定の意思決定手順を明確にする

とともに、規制区域の指定に係る業務を適切に行えるよう、きめ細かなガイドライン

の策定や地方公共団体に対する必要な助言等の支援に努めること。さらに、「市街地」、

「市街地となろうとする土地の区域」や「斜面地」のいずれにも該当しない平坦で広

範な農地等の中に位置する人家や鉄道等の公共公益施設の利用者等に対する安全確保

が、限定的な区域指定によって阻害されることのないよう、都道府県知事等による必

要かつ十分な規制区域の指定がなされるようにすること。 

三 本法に基づく都道府県知事等による勧告、改善命令及び行政代執行が適時適切に実

施されるよう、既存不適格である特定盛土等を含め、ガイドライン等により、具体的

かつ明確な基準等を丁寧に示すこと。また、本法により、地方公共団体は、規制区域

の指定や行政代執行等、難しい判断が求められることから、負担の軽減を図るため、

必要に応じ有識者等から意見を聴くよう促すこと。さらに、行政代執行に係る必要な

財政的支援を検討すること。 

四 工事許可の技術的基準の策定に当たっては、阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、

東日本大震災等で見られた滑動崩落の防止を担保できる厳格な基準とすること。また、

宅地造成のための盛土等、建設残土の一時保管のための盛土等、開発のための森林の

形質の変更等の現場実態やリスクに見合った具体的な基準とすること。加えて、工事

許可の申請時に必要となる説明会等での住民等からの要望等を踏まえ、周辺環境や運

び込まれる建設残土の環境基準への適否に十分に配慮した工事が行われるよう取り組

むこと。 



五 市町村が有する地形、地質、盛土等に関する情報の共有等、都道府県と市町村との

連携を促すこと。また、都道府県知事等が地域住民、関係市町村長等から盛土等に関

する情報の提供を得られやすい体制の整備を推進し、不適切な盛土等の早期発見につ

なげること。さらに、警察による違法な盛土等の取締りの実効性を高めるため、体制

の整備、関係機関との連携等を強化すること。 

六 所有者不明土地においても不適切な盛土等が発生しないよう、関係行政機関が連携

し適切な措置を講ずること。 

七 建設残土の搬入及び搬出の実態を定期的に把握するとともに、建設発生土の工事間

利用に係るマッチングを推進すること。また、公共工事や民間工事を問わず、可能な

限り指定利用等を促すこと。さらに、必要な残土処分場の適正な確保のための方策に

ついて、行政による施設確保を含め検討すること。加えて、建設工事の施工に当たり、

建設発生土が可能な限り抑制されるよう、設計・工法の改善や場内利用の促進を図る

こと。 

八 本法の施行状況、関係法令の運用状況等を踏まえ、本法の規制区域外における規制

の在り方並びに大規模工事から発生した土砂等の管理を適正に行うためのトレーサビ

リティ制度及び自然災害、大規模工事等により発生した土砂等の置場の確保に向けた

具体的な方策について検討を加え、その結果に基づき必要な措置を検討すること。 

九 不適切な盛土等による災害を防止するため、本法と砂防法、森林法、廃棄物の処理

及び清掃に関する法律等の関係法令を所管する関係府省庁間の連携や調整を密に行う

こと。また、主務大臣である国土交通大臣と農林水産大臣の権限と責任を明確にする

こと。 

十 中間処理場に搬入された建設発生土の適正な処理を担保することの重要性に鑑み、

本法による厳格な出口規制と併せて、中間処理場の管理運営の更なる実態把握に努め、

必要な対策を講ずること。 

  右決議する。 


